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本設は、現代日本の経済組織が政治的制度秩序において、い
かなる影響力を行使するのかを、一一つの具体的な事例研究(欠陥車問題と日米繊維交渉攻めぐる過程〉を通じて分析したもので あ る 。
その際、著
J殺がまえがきで述べているように、一九六
0
年代
宋の日本の政治体制は、私企業が政府に対して高い自律性をもっ多元的社会の出現、労資対立の解消による体制の安定化、権力の肥大化傾向 抑制という}一一つの要因によって戦前の体制とは兵なる自由主義的体制別であると仮定されてい 。その給来、自由主義体制のモデル合用いてこの体制に図有な研究領域に対し政治学的分析をム飢えることが有効であるとしてい 。著者によれば、「，
U
立した権力としての企業権力の滋局、政府による
経済活動の統制の限界、大衆のワソ
i
ス集約化にともなうコス
トとリーダーのリクルートメントの問題等が、::・現代日本の
f ヘ
書
一 房 )
政治における緩めて重要な問題た燐成しており、:::分析が要請されている」ハ一一一頁
V
ところで、本替は「まえがき」と五つの章から成り立ってい
る。第一章では理論的な分析枠組と基本概念が予め述べられている 二 と第一一一章は事例研究についての説間切であるが、あわせて個別的な分析が第一章の理論的課題に対応されつつなされている。第四章では事例研究の理論的検討が仮説的に提示され、第五章Tはこれらの検討 新しい が用いられ 、その関遮性から分析が深めら 。以上のよう 組み立てで本番は構成され いるが、次に各章ごとに本警の内容 ついて概観してゆくことにする。そ 郊に、本警におい 分析方法として用いら ている二組の理論的枠組について触れておかなければならないであろ
5 0
それは↑影響力絞念を中核とした政策決
ι定過程に関する分析
枠組であり、他のひとつは政治の経済学的解釈と呼ばれる演線的モデル」である。前者は、地域政治研究の領域で用いられてきたプリュラリストの分析方法であり、実証的で検証可能な方法を巨視的な体制分析の用具 して用いようと試みたところに特色があると著者は述べている。後者 、合理的容在としての人聞をモデルの前提に霞く「合理主義的政治理論」を示すが「完全合理性」でなく「限定合理性」を基礎にしている点で古典的民主主義理論と異なるもの とされる。それは「政治現象をマーケット・メカニズムからの類推によって説明しようとするものであり」、著者は、
2 m
場原理が自由主義体制の特徴
を説明するモデルとして 高い有効性をもっ」 考えているのである。本書では以上の理論的枠組に基づいて現代日本の酔分析が試みられているが、内容との関連は後の章ととの概観で述べることにする。
第一章「理論的枠組と釜本概念」では、まず「本書の理論的
課題は、政府の政策に対する要求 政策の決定、政策 執行のそれぞれをめぐる対立と統合の過程を政治的主体 聞にみられる影響力の関係として分析 ことに る ハ二 一良)とされる。この影響力という概盃は著者において 「 体
A
と主体
B
と の
聞において、相互の期待が一致して ない き、
A
によって
B
の行為が、
A
の意思に添う方向、もしくは
B
が
A
の意思 判断
する方向 変化する場合
A
が
B
に影響を与えるといい、この
変化の原因として、影響を与える可能性が存在し たとみな
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して、これを影響力と呼ぶ」と定義されている〈一四頁)。この影響力関係には、
A
の行為によって
B
に影響力を与える場合
(明示的行使〉と、
A
の反応を予怨して
B
の行為が変化する場
合〈黙示的行使)の二つの形態があり、さらに前者には、
A
の
B
への直接的な制裁、説得などを遜じて行使される場合と状況
の操作による場合とがあげられている、ところでこの影響力行使に際しては、①その手段への接近が不可欠であり、逆に②
B
のもつ自律性が
A
の影響力を制限し、さらに③社会生活の継
続の枠中で行われるため、公認された行動 型としての「制度」がこれを条件づけるということから、①
A
のリソース②影
響力に対する
B
の自律性③影響力行使が行われる社会的環境の
制度的条件 一一一つの要因が分析対象となる。
次に影響力を行使する主体としての組織との関連から、この
三つの要因が捉えられる。組織と 社会的価値
HP
ソ
l
スを集
約化し、それによって「権力」を生み出すメカニズムであること、このリソース は例えば内部 豊富で強力な情報網の整備、専門的人員の確保、財源があり、これらは他 白的のために転用され、ある組織の固有の制度領域をこえて他 主体に影響力を行使する際のリソースとなること、同時にそれは 他の組織からの影響力行使に抵抗するリソースにもなりう こと、影響力行使は、それが政治的 度秩序、経済的制度秩序のいずれの領域においてな るか よって制約を受け、一般に影響力は、その社会的環境(アリーナ)によって特徴づけられる
p
四
九
ソースをもっ場合にしか有効でないこと等が述べられているこ五頁以下〉。また、著者は組織間の対立と妥協の過程に加えて、組織のリ
ソース集約化の過程一を「組織形成の過程」 捉え、集約化の契機の前後のリソースを「潜在的リソース」と「顕在的リソース」とし、集約のため必要な労力・金銭的支出を「顕在化のためのコスト」であると考える。
次に「支配」という概念が影響力の行使との関連からそれが
制度化されている関係として定義される。このとき、各制度秩序に規定されたリソース 特徴によって 政治 支配」と 経済的支配」が区別され、 者については物理的強制力をもっ政府が支配主体の代表的なものと考えられ、後者については企業の系列化・金融的支配・市場 組織化を通じて支配を行なう企業や同業受日等がそ 主体 る。こ 二つの支配には、そ範図・程度・変化の度合において 顕著な相違がある。
最後に、政治的及び経済的支配組織に対する抵抗力と
が説明される。支配組織 対立しその支配を制限する抵抗力として「政治的抵抗力」と「経済的抵抗力」があり、前者は従来政治以外の制度秩序を構成していた社会活動領緩への政府の介入に対抗するものであり、後者はその逆 場合であ れに対して、支配の存在を前提として支配を積極的に利用す ため支配組織 行使される場合、政治的及び経済的支配組織に対する影響力はそれぞれ「政治的影響力」「経済的影響力」
五。
と呼ばれる。例えば、政府に対して企業がもっ影響力は政治的影響力勺あり、政治的
9
ソ
l
スにもとづくものであるとされ
る。本書においては、経済組織の影響力行使が分析されるため、これら四つの影響力形態のうち、政治的影響力及び政治的抵抗力の二つが上述のリソースと自律性との関連において分析されることになる(二
O
賞以下三
第二章「社会的紛争と企業権力」では、-欠陥車問題止を素材に
した事例研究を通じて、企業が自らの利益を防衛するためにいかなるリソース もっか〈第 節〉 企業に対する対抗集団がいかなる影響力をもちうるかハ第三節)が考察されている。企業のリソースは、著者によれば、企業にとって不都合なイシューの発生を抑制する機能との関連で、企業秘密と専門知識 独占によるイシナ の発生防止、報道機関や消費者に対する組織権力としての企業のりソース、系列ディーラーとの経済対立が社会的・政治的問題になることを抑制する経済権カとしてのリソース、通産省、運輸省 企業との協力関係 行政秘密が果した役割にみられるリソースなどが指摘されてい 。次に、企業対する対抗権力の影響力が検討されハ新問、野党 消費恭一般zi
ザ!ユニオン、運輸省による行政的介入可照時に企業権力
のリソースとその脆弱性がとらえられ 。そ 給果 「大企業は市携を媒介 する圧 に対してはきわめて脆弱であ 一方、消費者団体、司吋法権力・主務官庁等によ 僚接的な影響力行使に対してはかなり高い遮蔽性を一示す」(五六一良)と結論づけら
れている
c
第一一一家「政策決定過程における財界と業界」では、日米繊総
交渉をめぐる日本国内での政府と財界・業界との関係が諸々の政治的影響力・抵抗力とリソース分析によって明らかにされている。ここでは交渉の経過を詳しく紹介する余裕はないので、とりあえず、リソース分析が要約的に述べられている節の中から必要な部分を取り上げることにしたい。最初の分析では通産省とそれに対する業界の政治的影響力及び政治的抵抗力が述べられている(第一一一節三滋産省はその官僚的内部安田によって業界から政治的影響力を受けにくく、それ故自律 な組織を構成し、大尽による統制を除いて外部からの 排除できる性格をもっ。したがってそれは、省独自の情報抑制とエソ
i
ト官
僚たちのプ口フ品ショナリズムに基づく政策指向を、もっといってよい(エリート宮僚の臼律性、情報酬側、プロアェショナ ズム、大陸による統制三そのため、業界の通産省に対する影響力行使は、政治的影響力としては大した効果をあげなかったが、業界の政治的抵抗力は業界がそのリソース 慕態として政府に協 しないと う態度宏 ろ限りにおいて有効性を発創刊したとされる(八六一氏以下三
第五節の分析においては、財界と業界との関係が校互の影響
力関係を通じて述べられる(財界 パースベグ一一ノ
4
イと情勢判
断、影響
ηhU4
ヤ ン キ ー
ι2
三財界む業界に対する影努力、財界と
川;小金索、九刑判玄以下Yここでは、財界が政治的権力
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力行使を除いては、経済的領域において業界に対ずる影響力を行使することが不可能であっ・にことが指摘されている。
第七節では繊維業界を中心にして、業界首脳の人的構成とそ
の政治的
U〆ソース、業界内におけるザ
i
ダ
l
シッブ、中小企業
と大手公業の経一昨的対立の，政い
h化、自主朝刊控における業界の政
府依存 権力による内部統合等の問題がとりあげられ、ぎた第八節では、業界の影響 の受け手である総集団、政府常服、官僚、政党のリクルートメントやイデオ口ギ
i L
あるいはその様力
装粧が分析されているハ自民党繊総対策特別委員会、総理大問一三五一良以下)。ここでは、業界の党に対する影戦力が、線級議員が存在したにもかかわらず、業界の選挙区レベルでの 治組織の不在、党総
t織のイシューに関する情報鰐・噂門性の貧閑
によって限界づけられていた とが指摘さ、れている。
L
かし著
者は、「党組織は全体とし 、相対立する窓見の誠整機関としての役割を果し」ており、「この内ぬ組織の利益統合の 能は閣議や次官会議のそれとならんで重要 ある」としている〈一印刷。京三また、業界 影響力の限界を政府首脳がもっ制度的民律性と関連っけながらも財界による政府首鍛へのアクセスの独占、党政策決定機構の小央集抑般的構造、政府 中央集権 措偽造、法的数済の限界 問つぺ〆一安問によって切ら にしているご間二二又以下ぺ以トつ事例紛究の即時分な概制附してきとが、次の第羽設にいてはお太のもつ政計約
J
リゐ
tス
枇府援につい
J
五
すなわち、第四窓「大企淡の政治的リソース
i
事例研究の潔
総的検討
lz
一では、まず、大企業の総絞権力としてのりソ
の特徴か、日常は絞済活動の
R
約のために術的
H5
れるリソース
が容易に政治的目的のために集約化され動員可能である港在的政治的リソースであることにみられるとして、この組織権力が人材、資金、地位、組織のネットワーク、際名伎の五つの視点から検討されている。次に経済権力は、「企業本来の経街活動に向けてすでに動員され その共体的目的に応じて変形されたリソースである」とされて、経済的領域という限定されたイシal領域では有効性が高いことが指掃される。さら 、この経済権力が兵体的に、専門知識 情報 生産力・供給力、経済支配との関速で述べられている〈一七回一良三と ろで、こ らの検討から、「組織権力、経済権力、経済支配 いうようリソースのあり方が特殊化するにつれて 影響力 有効なイシュ
l
・アリーナと受け手の範間とは減少するが、逆に影響力の
有効性それ自体は明大する」ことから 「リソースの特殊化」に注意が払われる。そして著者 よれば、このことは「政治権力への接近を獲得することを意味する」(一七九一氏)のである。かくして、企業 政治的に特殊化されたリソース 分析へと進むことになる。
ここで、前の家におけるこつの事例研究の中から、企業と政
府・官庁・党組織との関係が再考され、「企業は政府・自民党との関係を企業に有利なものにすべく長期的綴点からリソース
五
を投資し、政治的彩服組甘刀を得ょうと試みており、この統存の関係を滋じて影響力ぶ一行使さ
5れるのである
rごする(一八心一良
) u
そ
L
て、会長のはソ!メが政治的エリートに対する長期的投資
によりて政治的リソースとして特殊化される状況な、財界、業界、個別企業の一一一つのレベんから具体的に検討する。最後に、二つの事例研究に共通する日本政治の影響力構造上の問題について若干の考祭が試みられ いる。それによると、第一に現代日本の政治過程におけるリソースの特徴が、高度な専門 知識および情報の重要性にあること、 たがってそれは、特定のイシ ュ
i
領域においてしか有効性をもちえず、すべての領域にお
いて支配的地位を占める「パワ
l
・
LPi
ト」は生まれる余地
がないこと、第二に、「各組織がそれぞれ専門領域において比較的自律的な権力体系をもち、この結果、様タな領域で制度化が遂行しており、ある組織が間有 制度領域 こえ 他の組織に影響力を行使した相場合、そ 効 はかなり限定される」ことが指摘される(一九六頁〉。しかし、社会 各総織の各領域での自律性は、全体社会と てみた場合、何らか 形で相相互に関係づけられ統合されているであろう。つまり 「社会通念」や「国益」、価値体系、イデオロギー 共通 などが、イシュ
l
の処理に関して作用し、政治過程における統合のため
の重姿な役割を果していると考えられるのである。
この点から、影響力行使を制制約する制度体系としての「体
制」が浮かび上がってくる。第五章一ー制度的条件としての体 」
では、著者はまず、経済体制としての資本主義経済体制をとりあヴ
P 1
この往訪において辺、経済権力が政治権力
- m b
い え ヴ
γ J
ており、政同組織と総済組絞れ一各々の添域での却下状況かみ二
J
V U
るっこうしに市場経湾体制での政沼一組織の機能は、法の執
行、法の作成 共同の利誌の実現、資本主義体制が生む認作用の鵡撃の四つの機能に集約される。次に「影響力分析にとっては、影響力行伎の行われる制度的環境の検討が不可欠である」た め 〈 二
O
八頁守政治的制度体系刊政治体制の特徴として、こ
の問題を検討しこの関連からリソース分析か位置づけられる。
著者によれば、自由主義とは「政治権力の発動を抑制し、経
済活動及び政治活動の自由を保障しようとする体制」である。これは政治制度的には、・立議制によって保障され、企業に対する政府の介入に締約 課す条件を構成している。「例えば企業は経済官庁を相手に訴訟で対抗することができるし、饗察・検察当局は公判で有罪 しうるだけ '証拠がない場合には企業の摘発を自粛する」ハニ
O
九一氏)。また、自由主義体制は政♂治的活
動の自由、言論・集会・結社の自由を保障 一方で、経済的リソースを政治的目的のために消費することをお 合する権利をも保障していることになり、政治的自由は政治へ 参加 拒否する自由、つまり権利 しての政治的無関心も含むこ になる。したがって、経済活動のため リソースを 目的 ために消費 か一台かは各人の判断にまかされ、それ故、政治活動も市場原理に従うことにな と結 づけられる。
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次に、民主主義政治体制の特徴とそのリソースが分析され
る
φ
刊社ゆいばこっ政ほ録制
ι ~ム ゲ ニ ， 汝 柏 府 県 内 定 へ
hJJ
彩 縦
Wな も ど 平 沼 二 } 品 川 口 氏
し、政治総カセ留氏、か統制する乙どを可能にした…制度である一と定義する(一一一一一氏}むこの
n M m
縦での
ν政 冷 縦 波 と 習 し て 、 品 川 口 滋
選挙制度及び代議制、か採用されるが、これらの制度 は次のような欠陥が指摘される。第 に、各選挙民は普遍的な全体利縫よりも悩別的な特殊利益を追究しやすく、そのためご党独裁」の政治権力 成立し、「マシ
l
ン政治」「金権政治」が横
行する。第二に、政策を提示するイニシアチブが全く政党の州測にあるため、選挙民の政 選択肢が 限されることである。このような民主主義的政治体制における政治制度の失陥は、著者によれば、根本的には自由主畿と民主主義とが互いに矛盾し原恕に立ってい ことに由来する。それは 第一に自由主義深濯が政治的無関心を権利として認めるの 対し、民主主義原理では政治参加が義務として一受講され いうこと、 二 民主主義原理が経済的価値の配分のため 政府 機能を拡大しようとするが、自由主義原理は所有権擁護と政治権力の制限 要求するため、相互に対立すると う点に帰国する であ 。したがって、「自由主義 政治権力に対 対抗権力として経済権力の存在を必要とするのとまさに対照的に、民主主義においては経済権力に対する対抗権力としての機能を政治権力が担うのであり、このため政治権力の拡大こそが民主化 不可火の条件となるのである」(一二三一良三
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ここにおいて著者は、自由主義と民主主義が返存している体
制を-民主主義的自'国主義体制」として捉える。そして、この安定のためには、政府による経済管理よりも市場経済が好ましいという判断が国民に認知されていること、また企業が形式合法性だけでなく社会的機能の達成を実質的にもちうることが必要である している。
次の節においては、「民主的自由主義体制」における権力構
造の特徴がリソース商から検討される。まず政治的リソースは、非政治的な領域における 倣値で申のって、政治的影響力や抵抗力に転化されうるも であるが そ 契機が訪れるまでは遊休状態におかれる。またその転化の際 は、コストと利益の相互関連性が計算されるため絶対的な政治参加 ための動員は困難であり 特定の政治的事業家がこれら 潜在 リソースを政治的リソースとして集約し組織する役割安}果すことになる。それが圧力団体、政党等の政治的組織を形成するのである。これに加えて、非政治的組織のエ ートも組織の影響力行使のために悶様な役割な果すこ が頗次に述べられてい (二一八一氏以下〉。民主主義的自由主義体制におけるリソース蕊での第二の特徴は、企業 政府に対して行使する政治的抵抗力についてである
Q
ここで、政府による経済統制が実質的には笠沼山
権力側 協力なくしては迷戊できないことからョ経済エリーヘに対し政府が~何らかの譲歩を一がす可能性が指務さ、号令その山めには、政府の行う経済統制に伴うコストが の集約化お
五回
よび顕在化の契機において護裂な窓味をもっ(経済統制とそれに伴うコスト、経済エリートへの譲歩三月以後に、このこ から企業等の経済組織が政策決定過程へのフィードバック効果をもつかどうかが論じられ、さらにアメリカ型分散的体系とイギリス型集権的体系の政治体系の相違が、比較検討されて本書は終っている。
以上、大ざっぱに各章ごとの内容を術政して会たが、次に若
千のコメントを加えてみたい。まず第一に指摘しなければならないのは、木窓閣が理論 分析枠組と実証研究の両者を兼ね備えていること、のみならず両者が相互に補完的、有機的な対応関係を保ちながら分析が試み れている点であろう。
政治分析における方法稔的な悶僻地位は、一般に惣論的分析が
あまりにも政治現象 現笑から索隊した抽象化を行いやすいこと、仮りにまた、実証的・経験的研究が試 られたとしても、その客観的で具体的 デ
i
タが政治の理論化に隠してどのよう
に貢献するのかが必ずしも明らかでないところにある。理 なみ口実-託研究は単なる苓突の寄せん絞めにすぎな であろうし実証なき理論は思弁的な推議以外 何も でもな であろうしたがって、手続的な分析概念合現 に適合させ、かつ経験に検証可能 ものにまで英仏りる概念心人作業化
V
ゃ、理論的仮
よって、この劉紘一役が克服されたければなら
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本撃においては{影響力」関係とレうぬー心概念が作業的定義
づけを通じて検証可能なものにまで洗練され、かつ分析のための下位的な議機念もそれにあわせて明確にされている。そしてそれらは、二つの実証的な事例研究のいたるところで一貫した分析視角として適切に組みこまれているのである。その際、著者は報道、出版 雑誌等多くのメディアに資料を依存しながらも、その具体的データを理論的分析視角へと引照させ ことによって、「影響力」概念 中心とした諸下位概念を現実の政治現象に適合させることに成功している。したがって、このような事例研究を通じてなされる理論的検討もより多くの妥当性宏も乞えていると言えよう。
次に、本書における「政治」的事象と「経済」的事象の関連
性の分析の仕方である。こ 両者 関連は伝統的にはマルクス主義政治学によっ 分析がすすめら てきたのであって、近代政治学においてはそれほど深く考察されなかっ といってよい。しかし一九五
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年代、アメリカにおける地域権力構造論争
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論争〉をめぐる「支配エリート論」ハマルクス主
義的立場)と「多元主義理論」ハプリュラリストの立場〉の議を通じて、「権力」 定義を明確にす 必要性から「権力」の政治的資源と経済的源泉を明らかにする過程で、両者の関連性がしだいに分析対象として浮かびあが きたと考えられる。ただ、現代のような高度産業社会におけ 権力構造分析は、その政治
l
経済的関連伎があまりにも複雑であるが放に、両者
の関係を分析することは困難な課題であるといわな ればなら
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結論的に言えば、求書における「政治権力と経済権力」の分
析から導き出されるのは、「多元主義的民主主義理論」であり、これは、マルクス主義的立場とは異なる立場に立つものである。ただ、後者が経済権力の独占
H
政治権力の独占←支配エロ
ートの一枚岩的権力構造という図式を主張するのに対し、本書において著者は むしろ と政治権力の双方の領域で相互に自律的で多元的な が存在し、必ずしも一向者が総合・協力関係にはないことを指摘している。この指摘は、本書の中で商品唱の関係がより分析的な実証研究を通じて規定されることから導き出された基本的命題を構成して といってよ‘LW 
本警は現代日本の政治社会における政治的経済的総織・主体
問の影響力行使の分析から雨者の対立状、必あるいは癒着関係を説明するだけに どまらず、そ どのような政治的・経済的メカニズムによって統合されるのかを、厳密な経験科学的方法によって解現しようと試みたものである。したがってそれは、特定の命題を絶対的前提とする世界観 視点から社会をみる立場とは明らかに区別されるべきものであり、それが 本書がすぐれて理論 であると同時に分析的研究であるとさ るゆえんであろう。
ただ本警において、自由主義と民主主義が並存している民主
主義的自由主義体制での企業活動 正当性は、「単なる所有権
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を根拠にする形式的合理性だけではこと足らず、
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笑の社会的
機能の達成が必要とされる」(一二三一良)としているが、この「企業の社会的機飽」が具体的にはどのような内容を示すのかは必ずしも明らかではないことが指摘できよう。また、政治学の基礎的概念の一つであ 「権力」について、必ずしも明確な定義が与えられてお ず、権力 影響力の異同も十分に明らかにされていないことは、理論的枠組における今後の課題ということができる。にもかかわらず、本書は現代日本の政治権力と経済権力の影
響力行伎をめぐる政治過程の分析を試みたものとして高く評価できる研究成果であるとぎわなければならない。
〔 阿 部 士 丹 、 久 保 和 文 〕
